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東⽇本⼤震災と福島原発事故から１４年
〜南海トラフ地震を事例に⻑期的災害対策を考える︓福島原発事故を踏まえて〜



⼤地震が起きたあとに

「備えておいてよかった」

と皆で⾔えるようになるには
どうすればいいのか︖



講演の流れ
• ⾃⼰紹介
• 令和６年８⽉８⽇に発表された情報

• 疑問に思われた・思われるだろうこと
• 相対的に可能性が⾼まった︖など

• 今後に向けて
• ⽬的と情報のレベルにあった対応を考える

• 防災庁への期待

• 市⺠会議の取り組み
• 市⺠会議について
• 市⺠会議の成果

• 学んだこと



⾃⼰紹介
• 専⾨︓地震発⽣予測（主に海溝型巨⼤地震を対象）

• 京⼤理︓1989-1999.3
• 地震学講座（当時新設）

• 私︓「地震予知を研究したいのですが」尾池和夫教授︓「変わった⼈が来ましたね」
• 「⻄南⽇本の地震活動期」地球惑星科学専攻で博⼠（理学）学位取得

• JAMSTEC︓1999.4-現在
• 海溝型巨⼤地震発⽣予測の研究

• 海底でのリアルタイムモニタリング＆データ解析による
プレートの動きの現状把握と推移予測システムの開発

• 地震発⽣予測をどう被害軽減に活かすか︖
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令和６年８月８日16時43分頃の日向灘の地震について

津波注意報を発表
津波注意報　　愛媛県宇和海沿岸　高知県　大分県豊後水道沿岸　宮崎県　

鹿児島県東部　種子島・屋久島地方

津波を観測中！

海の中や海岸から離れて！

８月８日16時52分発表

最新の情報は、以下のページでご確認ください。

津波警報等の発表状況：https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=tsunami

報 道 発 表

令和６ 年８ 月８ 日 17時45分

地 震 火 山 部

令和６年８月８日16時43分頃の日向灘の地震について

令和６年８月８日16時43分頃に発生した日向灘を震源とする地震について、地震や津波

に関する概要や留意事項を別添のとおりお知らせいたします。

本件に関する問い合わせ先 地震火山部 地震津波監視課

電話 03-3434-9041

気象庁発表資料



報 道 発 表

令和６ 年８ 月８ 日 17時45分

地 震 火 山 部

令和６年８月８日16時43分頃の日向灘の地震について

令和６年８月８日16時43分頃に発生した日向灘を震源とする地震について、地震や津波

に関する概要や留意事項を別添のとおりお知らせいたします。

本件に関する問い合わせ先 地震火山部 地震津波監視課

電話 03-3434-9041

気象庁発表資料
令和６年８月８日16時43分頃の日向灘の地震について

震度６弱を観測
震度６弱　宮崎県　

（揺れの強かった地域）

家の倒壊や土砂災害の危険

今後の地震や雨に十分注意

危険な場所に入らない！
※１週間程度（特に今後２～３日の間）

最大震度６弱程度の地震に注意

８月８日16時55分発表



令和６年８月８日16時43分頃の日向灘の地震について

防災上の留意事項と今後の見通し
（防災上の留意事項）

　津波が発生しており海の中や海岸付近は危険です。海の中にいる人はただちに海から上がって、海岸から離れてください。

潮の流れが速い状態が続きますので、注意報が解除されるまで海に入ったり海岸に近付いたりしないようにしてください。

　揺れの強かった地域では、家屋の倒壊や土砂災害などの危険性が高まっていますので、今後の地震活動や降雨の状況に十

分注意し、やむを得ない事情が無い限り危険な場所に立ち入らないなど身の安全を図るよう心がけてください。

　今回の地震の発生により、気象庁は17時00分に南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表しました。17時30分から南海ト

ラフ沿いの地震に関する評価検討会および地震防災対策強化地域判定会を開催し、南海トラフで想定されている大規模地震

との関連性について調査を行います。南海トラフ地震で被害が想定される地域の方は、個々の状況に応じて、身の安全を守る

行動をとってください。

（今後の地震活動の見通し）

　過去の事例では、大地震発生後に同程度の地震が発生した割合は１～２割あることから、揺れの強かった地域では、地震発生

から１週間程度、最大震度６弱程度の地震に注意してください。特に今後２～３日程度は、規模の大きな地震が発生することが

多くあります。

気象庁発表資料
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南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）を発表
南海トラフ地震の想定震源域では、
新たな⼤規模地震の発⽣可能性が
平常時と⽐べて相対的に⾼まってい
ると考えられます

今後、もし⼤規模地震が発⽣する
と、強い揺れや⾼い津波を⽣じると考
えられます
※新たな⼤規模地震が発⽣する可能性は平常時
と⽐べると⾼まっていますが、特定の期間中に⼤
規模地震が必ず発⽣するということをお知らせする
ものではありません

※モーメントマグニチュードは、震源断層のずれの規模を精査して得られるもので、地震発⽣直後に地震波の最⼤振幅から計算し津波警
報等や地震情報の発表に⽤いるマグニチュードとは異なります。

政府や⾃治体などからの呼びかけ等に応じた防災対応をとってください

今回の地震の発⽣場所

・⾚線は想定震源域、⻘線は南海トラフ地震臨時情報
発表に係る地震活動の監視領域
・⿊点線は、フィリピン海プレート上⾯の深さ

10km

20km

30km

2024年8⽉8⽇ 16:42
M7.1 深さ︓31㎞

モーメントマグニチュード7.0

気象庁発表資料

半径50km

特定の期間
に必ず発⽣
する訳では
ない︖

相対的に
⾼まって
いるとは︖

こんな端で
関係ある︖

結局
何をすれば
いいの︖



相対的に
⾼まって
いるとは︖

地震が続けて発⽣した事例
（Mw7.0以上の地震発⽣後にＭw8クラス以上の地震が発⽣した世界の事例）

1/100

1/200

1/1000

南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応のあり方について（報告）（平成30年12月25日公表）より引用（一部改変） 気象庁作成

最初の地震からの経過日数

地震発生直後ほど続
けて地震が発生する
事例が多い

ISC-GEM Ver.4.0（青線）、Ver.5.1（赤線）による

（注）30年以内に70～80％の発生可能性があるとされる状況です。南海トラフ沿
いの地域において「30年以内に70～80％」の可能性でM８～９クラスの地震
が発生するという確率は、７日以内に換算すると概ね千回に１回程度となり
ます。これと、世界における続けて発生した地震の頻度を比較しています。

最
初
の
地
震
発
生
数
に
対
す
る
比
率

〇地震が続けて発生したこれらの事例から、
南海トラフ地震の想定震源域では、新た
な大規模地震の発生可能性が平常時に
比べて相対的に高まっていると考えられ
ます。

〇続けて地震が発生する可能性は、先に発
生した地震が起こった直後ほど高く、時間
を経るにつれて低くなっていきますが、ゼ
ロになるわけではありません。

2回

1904～2014年のＭw7.0以上の地震（1437回）の後に、その震源から
50km以内で発生した地震の経過日数別回数

Mw7.8以上の地震の発生回数
７日以内に6回（発生確率は6回／1437回）

同規模以上の地震の発生回数
地震活動を定量化した統計モデルから計算した発生回数

Mw7.0以上の地震発生後、7日以内に
Mw8クラス以上（Mw7.8以上）の大規模地震
が発生するのは、数百回に１回程度です。
異常な現象が観測される前の状況（注）に

比べて数倍高くなっています。

4回

1回

・世界の地震でM7の後にM8クラス以上の
地震が近くで起きた例（数百回に１回程度）
・普段（千回に１回程度）よりも可能性が
⾼い（とはいえ、⾼々数倍）

なぜM7の後の
⼤きな地震を
気にしたの︖

普段＝千回に１回程度 と⽐べると M7の後＝数百回に１回程度

普段の数倍起こりやすい



なぜM7の後の
⼤きな地震を
気にしたの︖

M7クラスの地震の後にM9クラスの巨⼤地震が発⽣した事例
2011年3⽉9⽇ M7.3 → 2011年3⽉11⽇ M9.0

こういうことってどのくらい頻繁にあるの︖
世界中を調べてみても、M7クラスの地震のあとに
近く（50km以内）でM8クラス以上が起きる例は
数百回に１回「しかない」
そのくらい「めったにない」こと

ほとんどのM8クラス以上の地震は「突発的に起こる」



なぜM7の後の
⼤きな地震を
気にしたの︖

M7クラスの地震の後にM9クラスの巨⼤地震が発⽣した事例
2011年3⽉9⽇ M7.3 → 2011年3⽉11⽇ M9.0

こういうことってどのくらい頻繁にあるの︖
世界中を調べてみても、M7クラスの地震のあとに
近く（50km以内）でM8クラス以上が起きる例は
数百回に１回「しかない」
そのくらい「めったにない」こと
ほとんどのM8クラス以上の地震は「突発的に起こる」
→ ここまでが科学

「めったにない」ことに対して、どのような対応をとるのか︖
→これは科学ではなく、社会としてどうするかの問題
情報の中⾝を踏まえて、どうするのがいいかを⼀緒に考える
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→普段の数倍（数百回に１回⼤地震の可能性）
ほとんどの⼤規模地震は突発的に起こる



特定の期間
に必ず発⽣
する訳では
ない︖

「特定の期間中に⼤規模地震が必ず発⽣するということを
お知らせするものではありません。」
＝いわゆる「地震予知」の情報ではありませんということ

南海トラフ地震臨時情報ができた背景

「地震予知できない」宣⾔
2017年7⽉



「予知できない」宣⾔（2017.07）
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南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会 
  

－12－ 
 

が発生している場合、ある程度規模が大きければ検知する技術はあ

り、検知された場合には、定性的には地震発生の可能性が高まって

いることは言えるであろう。 
 
 しかしながら、これらいずれの場合においても、現時点において

は、地震の発生時期や場所・規模を確度高く予測する科学的に確立

した手法はなく、大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言後に

実施される現行の地震防災応急対策が前提としている確度の高い地

震の予測はできないのが実情である。このことは、東海地域に限定

した場合においても同じである。 
 また、ゆっくりすべり等定性的に地震発生の可能性が高まってい

るとされるプレート間の固着状態の変化が観測された場合において

も、変化の大きさ等から地震発生の可能性の高まりの程度について

定量的に評価する科学的な基準も手法もないのが実情である。すな

わち、プレート間の固着状態の変化の大きさ等をもとに、地震発生

の可能性の高まりの程度を評価することはできないことを意味する。 
 一方、これまでゆっくりすべりが見られていない場所で、ゆっく

りすべりの拡大あるいは加速が見られた場合は、その他の場所での

ゆっくりすべりに比べ、定性的には、地震発生の可能性が高まって

いると言える。今後、こうしたことについての研究を進め、不確実

な情報の活用について検討していく必要がある。 
 なお、変化が収まった場合には、すべりが生じている時期と比較

すると、一定の時間が経過した後は、地震を発生させる可能性は低

減したとみなすことができる。 
この場合においても、地震発生の可能性を定量的に評価すること

はできないが、長期的にはプレートの沈み込みに伴いひずみが蓄積

され続け、地震発生に向かっての準備が引き続き進んでいることに

留意する必要がある。 
なお、このようなプレート間の固着状態の変化の大きさ等に基づ

く評価は、過去の観測事例も少なく統計的な評価もできないのが実

情である。地震はいつ発生するかわからず、上記のゆっくりすべり

等を伴わず、突発的に発生する可能性が高いことにも留意が必要で

ある。 
 これらの知見を社会との間で共有することが不可欠である。 

＝２〜３⽇以内に特定の地域で確実に、⼤地震が起こることを
⾔い当てることはできない

→できないことをできる前提で定められていた東海地震予知対策
（警戒宣⾔や社会機能の停⽌）に対してNoと⾔ったもの

－24－ 
 

南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会 

（平成 28 年 9 月～平成 29 年 7 月） 

委員 

 

座長 山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科・教授 

 橋本 学 京都大学防災研究所・教授 

 井出 哲 東京大学大学院理学系研究科・教授 

 長尾 年恭 東海大学海洋研究所長・教授 

 堀 高峰 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

地震津波海域観測研究開発センター  

地震津波予測研究グループ・グループリーダ

ー 

 松澤 暢 東北大学大学院理学研究科・教授 

 

 

  

なぜできない︖
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予知の前提︓プレスリップ

ゆっくりした断層
のすべり＝
「ゆっくりすべり」
の⼀種である
「プレスリップ」
を捉えて予知＆
警報という
仕組みだった
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プレスリップが起きても巨⼤地震
になるとは限らない◎728年のイベント Mw=8.06

立派な巨大地震
◎1397年のイベント Mw=6.66
巨大地震のなり損ない

色付きの領域は1cm/s以上の速度ですべったすべり量(地震性すべり)の分布

提供データに対応 
(厳密には提供データは地震の開始直前で終わってますが)

マグニチュード
8.1

マグニチュード
6.7

同じようなプレスリップの後に
⼀⽅はM8クラスの巨⼤地震、⼀⽅はM7クラスの地震。
どちらになるかの区別はつかない。

17プレスリップに似た「ゆっくり滑り」が繰り返し発⽣して⼤地震になること
も。



東北地⽅太平洋沖地震前に複数回起きた
ゆっくり滑り

2008 年 12 月と 2011 年 1月に
発生したゆっくり滑り域

1985 1990 1995 2000 2005 2010
時間（年）

滑
り

本震

50cm

M7.3

東北地方太平洋沖地震前のゆっくり滑り
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東北地⽅太平洋沖地震の
数年前から２度のゆっくり
滑り
2年半ほど前と２ヶ⽉前に、
本震の⼤滑り域の中でゆっく
り滑りが発⽣

東北地⽅太平洋沖地震直前の
２度のゆっくり滑りの伝播
１ヶ⽉前から、本震の破壊開始
点に向かってゆっくりすべりが伝播
さらに、２⽇前のM7クラス地震
後にもゆっくりすべりが伝播

18



「予知できない」宣⾔（2017.07）
 

 
 
 
 

南海トラフ沿いの大規模地震の 
予測可能性について 

 
 
 
 
 
 
 

平成２９年８月 
 

南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会 
  

－12－ 
 

が発生している場合、ある程度規模が大きければ検知する技術はあ

り、検知された場合には、定性的には地震発生の可能性が高まって

いることは言えるであろう。 
 
 しかしながら、これらいずれの場合においても、現時点において

は、地震の発生時期や場所・規模を確度高く予測する科学的に確立

した手法はなく、大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言後に

実施される現行の地震防災応急対策が前提としている確度の高い地

震の予測はできないのが実情である。このことは、東海地域に限定

した場合においても同じである。 
 また、ゆっくりすべり等定性的に地震発生の可能性が高まってい

るとされるプレート間の固着状態の変化が観測された場合において

も、変化の大きさ等から地震発生の可能性の高まりの程度について

定量的に評価する科学的な基準も手法もないのが実情である。すな

わち、プレート間の固着状態の変化の大きさ等をもとに、地震発生

の可能性の高まりの程度を評価することはできないことを意味する。 
 一方、これまでゆっくりすべりが見られていない場所で、ゆっく

りすべりの拡大あるいは加速が見られた場合は、その他の場所での

ゆっくりすべりに比べ、定性的には、地震発生の可能性が高まって

いると言える。今後、こうしたことについての研究を進め、不確実

な情報の活用について検討していく必要がある。 
 なお、変化が収まった場合には、すべりが生じている時期と比較

すると、一定の時間が経過した後は、地震を発生させる可能性は低

減したとみなすことができる。 
この場合においても、地震発生の可能性を定量的に評価すること

はできないが、長期的にはプレートの沈み込みに伴いひずみが蓄積

され続け、地震発生に向かっての準備が引き続き進んでいることに

留意する必要がある。 
なお、このようなプレート間の固着状態の変化の大きさ等に基づ

く評価は、過去の観測事例も少なく統計的な評価もできないのが実

情である。地震はいつ発生するかわからず、上記のゆっくりすべり

等を伴わず、突発的に発生する可能性が高いことにも留意が必要で

ある。 
 これらの知見を社会との間で共有することが不可欠である。 

＝２〜３⽇以内に特定の地域で確実に、⼤地震が起こることを
⾔い当てることはできない

→できないことをできる前提で定められていた東海地震予知対策
（警戒宣⾔や社会機能の停⽌）に対してNoと⾔ったもの

－24－ 
 

南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会 

（平成 28 年 9 月～平成 29 年 7 月） 

委員 

 

座長 山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科・教授 

 橋本 学 京都大学防災研究所・教授 

 井出 哲 東京大学大学院理学系研究科・教授 

 長尾 年恭 東海大学海洋研究所長・教授 

 堀 高峰 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

地震津波海域観測研究開発センター  

地震津波予測研究グループ・グループリーダ

ー 

 松澤 暢 東北大学大学院理学研究科・教授 

 

 

  

ゆっくり滑りが起こると巨⼤地震になる
可能性が普段よりも⾼くはなるけれど、
必ず巨⼤地震が数⽇以内に起こる
とは⾔えない
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「必ず起こるとは⾔えない」ことに対して、どのような対応をとるのか︖
→これは科学ではなく、社会としてどうするかの問題
情報の中⾝を踏まえて、どうするのがいいかを⼀緒に考える

→ ここまでが科学



南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）を発表
南海トラフ地震の想定震源域では、
新たな⼤規模地震の発⽣可能性が
平常時と⽐べて相対的に⾼まってい
ると考えられます

今後、もし⼤規模地震が発⽣する
と、強い揺れや⾼い津波を⽣じると考
えられます
※新たな⼤規模地震が発⽣する可能性は平常時
と⽐べると⾼まっていますが、特定の期間中に⼤
規模地震が必ず発⽣するということをお知らせする
ものではありません

※モーメントマグニチュードは、震源断層のずれの規模を精査して得られるもので、地震発⽣直後に地震波の最⼤振幅から計算し津波警
報等や地震情報の発表に⽤いるマグニチュードとは異なります。

政府や⾃治体などからの呼びかけ等に応じた防災対応をとってください

今回の地震の発⽣場所

・⾚線は想定震源域、⻘線は南海トラフ地震臨時情報
発表に係る地震活動の監視領域
・⿊点線は、フィリピン海プレート上⾯の深さ

10km

20km

30km

2024年8⽉8⽇ 16:42
M7.1 深さ︓31㎞

モーメントマグニチュード7.0

気象庁発表資料

半径50km

特定の期間
に必ず発⽣
する訳では
ない︖

相対的に
⾼まって
いるとは︖

こんな端で
関係ある︖

結局
何をすれば
いいの︖

→普段の数倍（数百回に１回⼤地震の可能性）
ほとんどの⼤規模地震は突発的に起こる

→地震予知はできないので
数⽇以内に必ず起こるとは⾔えない



南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）を発表
南海トラフ地震の想定震源域では、
新たな⼤規模地震の発⽣可能性が
平常時と⽐べて相対的に⾼まってい
ると考えられます

今後、もし⼤規模地震が発⽣する
と、強い揺れや⾼い津波を⽣じると考
えられます
※新たな⼤規模地震が発⽣する可能性は平常時
と⽐べると⾼まっていますが、特定の期間中に⼤
規模地震が必ず発⽣するということをお知らせする
ものではありません

※モーメントマグニチュードは、震源断層のずれの規模を精査して得られるもので、地震発⽣直後に地震波の最⼤振幅から計算し津波警
報等や地震情報の発表に⽤いるマグニチュードとは異なります。

政府や⾃治体などからの呼びかけ等に応じた防災対応をとってください

今回の地震の発⽣場所

・⾚線は想定震源域、⻘線は南海トラフ地震臨時情報
発表に係る地震活動の監視領域
・⿊点線は、フィリピン海プレート上⾯の深さ

10km

20km

30km

2024年8⽉8⽇ 16:42
M7.1 深さ︓31㎞

モーメントマグニチュード7.0

こんな端で
関係ある︖

1662年にM8クラス︖

17
07
年南
海ト
ラフ
地震

・過去に想定震源域全体が地震を
起こしたことは知られていない
・最⼤で⽇向灘の北部まで
（1707年宝永南海地震）
・今回地震のあった⽇向灘南部は
M7クラスが30年程度で繰り返し
発⽣
・1662年にM8クラスが起きた可
能性︓むしろこちらに備える必要

関連を否定はできないけれど、直接誘発する可能性は低い

→ ここまでが科学

誘発する可能性が低いことに対して、どのような対応をとるのか︖
→これは科学ではなく、社会としてどうするかの問題
情報の中⾝を踏まえて、どうするのがいいかを⼀緒に考える



「めったにない」「必ず起こるとは⾔えない」「誘発する可能性は低い」
「ほとんどの場合は突発的に発⽣する」
ことに対して、どのような対応をとるのがいいのか︖

・臨時情報の対応として⾔われていることは︖

結局
何をすれば
いいの︖



内閣府・気象庁
リーフレット

・臨時情報の対応として⾔われていること
結局

何をすれば
いいの︖



・臨時情報の対応として⾔われていること

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/gaiyou.pdfより転載

3

防災対応の基本的な考え方

○地震発生時期等の確度の高い予測は困難であり、完全に安全な防災対応を実施すること
は現実的に困難であることを踏まえ、地震発生可能性と防災対応の実施による日常生活・
企業活動への影響のバランスを考慮しつつ、「より安全な防災行動を選択」するという考え
方が重要

〇日常生活等への影響を減らし、より安全性を高めるためには、平時から突発地震に備えた
事前対策を進めることが重要

【地震リスクを意識して、個々の状況に応じてより安全な行動を選択する】

• 地震発生の可能性は、平常時より相対的に高まったと評価できることがあるものの、発生時期
等を明確にまたは精度高く予測することは困難

• 大規模地震が発生した場合、津波、揺れに伴う建物倒壊・土砂崩壊等、様々な災害リスクがあ
り、予期せぬ事態は生じえて、自宅、勤め先、避難所が完全に安全であるとは限らない

• 大規模地震の発生時期等を明確に予測できないこと、地震発生時のリスクは、住んでいる地域
の特性や建物の状態、個々人の状況により異なるものであることを踏まえ、「地震発生可能性」
と「防災対応の実施による日常生活や企業活動への影響」のバランスを考慮しつつ、一人一人
が、自助に基づき、災害リスクに対して「より安全な防災行動を選択」していくという考え方を社
会全体で醸成していくことが重要

【突発地震に備える】

• リスクが高い地域や施設については、津波から安全に避難できるような施設整備や地域づくり、
建物の耐震化に加えて家具や設備の固定化などの事前対策を実施することが重要

• 事前対策を推進することが、地震発生の可能性が相対的に高まったと評価された場合の後発
地震への備えのみならず、突発地震に対する安全性の確保に繫がる

令和３年５月
（一部改訂）

結局
何をすれば
いいの︖

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/gaiyou.pdf


・臨時情報の対応として⾔われていること

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jishin/nteq/nantora3.png

結局
何をすれば
いいの︖



南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）を発表
南海トラフ地震の想定震源域では、
新たな⼤規模地震の発⽣可能性が
平常時と⽐べて相対的に⾼まってい
ると考えられます

今後、もし⼤規模地震が発⽣する
と、強い揺れや⾼い津波を⽣じると考
えられます
※新たな⼤規模地震が発⽣する可能性は平常時
と⽐べると⾼まっていますが、特定の期間中に⼤
規模地震が必ず発⽣するということをお知らせする
ものではありません

※モーメントマグニチュードは、震源断層のずれの規模を精査して得られるもので、地震発⽣直後に地震波の最⼤振幅から計算し津波警
報等や地震情報の発表に⽤いるマグニチュードとは異なります。

政府や⾃治体などからの呼びかけ等に応じた防災対応をとってください

今回の地震の発⽣場所

・⾚線は想定震源域、⻘線は南海トラフ地震臨時情報
発表に係る地震活動の監視領域
・⿊点線は、フィリピン海プレート上⾯の深さ

10km

20km

30km

2024年8⽉8⽇ 16:42
M7.1 深さ︓31㎞

モーメントマグニチュード7.0

気象庁発表資料

半径50km

特定の期間
に必ず発⽣
する訳では
ない︖

相対的に
⾼まって
いるとは︖

こんな端で
関係ある︖

結局
何をすれば
いいの︖

→普段の数倍（数百回に１回⼤地震の可能性）
ほとんどの⼤規模地震は突発的に起こる

→地震予知はできないので
数⽇以内に必ず起こるとは⾔えない

→否定はできないが
直接誘発する可能性は低い

→⽇頃からの地震への備え



講演の流れ
• ⾃⼰紹介
• 令和６年８⽉８⽇に発表された情報

• 疑問に思われた・思われるだろうこと
• 相対的に可能性が⾼まった︖など

• 今後に向けて
• ⽬的と情報のレベルにあった対応を考える

• 防災庁への期待

• 市⺠会議の取り組み
• 市⺠会議について
• 市⺠会議の成果

• 学んだこと



2014/8/8の南海トラフ地震臨時情報注意発表を受けた
臨時情報の課題と活⽤のあり⽅についての個⼈的な考え

・地震予知ができないから社会機能を停⽌することは⽌めたはずなのに、
⾮常に低い可能性に対して、安全のためと社会機能を⼀部停⽌することが
実際に起きてしまった＆地震予知情報が出るとの誤解も招く

・安全重視で社会機能を⼀部停⽌する傾向
→臨時情報で停⽌する必要があるとしたら、常に停⽌しなければならない
（対策ができていない）ことを意味
→次の臨時情報が出る前に揺れの対策や津波避難対策を進めてもらう必要

・耐震対策や⾼台移転等の費⽤も時間もかかる対策こそ南海トラフ地震の
被害軽減には急務
→「地震発⽣の可能性が⾼まっている」状況を対策加速にどう活⽤するか
→耐震対策強化期間（国等の⽀援のもと）を臨時情報に合わせて設ける等



• ⼤地震発⽣の可能性が⾼くなるだけで起こるとは限らない
→起きなくてもあとで役にたつ事前対策をその時にやっておく

  事前対策では「揺れへの備え」が最優先

• 重要なこと
• 南海トラフ巨⼤地震に限らず、そもそも⽇本では海溝型地震や活断層地震
による震度６弱以上の揺れに合う可能性はある

• ⼀⽅で、耐震対策（建物はもちろん、室内での家具の固定等）が適切にな
されていれば、その揺れで⽣命を奪われることはない

• 問題は、事前対策されていないままのものが残っていること
• 能登半島地震でそのことが明確に⽰された
（死者を出した倒壊は旧耐震のみ）

29

今後に向けて︓⽬的と情報のレベルにあった対応を考える

事前対策の重要さの実例
・阪神淡路⼤震災前に、関⻄でも
地震はあり、今後活動期に⼊ると
いう尾池教授の話をきいて地震保
険加⼊を勧めていた⼈が保険会社
から表彰された/家の建て替えに
耐震性を重視して無事だった⼈
・1978年宮城県沖地震を契機に
耐震基準が代わり、対策をしてい
たおかげで2011年東北地⽅太平
洋沖地震での揺れの被害は⾮常に
軽減された



• ⼤地震発⽣の可能性が⾼くなるだけで起こるとは限らない
→起きなくてもあとで役にたつ事前対策をその時にやっておく

  事前対策では「揺れへの備え」が最優先

• 防災庁への期待
• 準備会議⽴ち上げの趣旨︓「防災業務の企画⽴案機能を⾶躍的に⾼め、平時から不断に万全の
備えを⾏う『本気の事前防災』に徹底的に取り組むとともに、災害発⽣時の司令塔機能を抜本的に強
化するため、2026年度中の防災庁設置に向けた検討を⾏う」「防災業務の企画⽴案機能を⾶躍的に⾼
め、平時から不断に万全の備えを⾏う『本気の事前防災』に徹底的に取り組むとともに、災害発⽣時
の司令塔機能を抜本的に強化するため、2026年度中の防災庁設置に向けた検討を⾏う」

• ⽇頃の備え＝事前防災として「揺れへの備え」や「避難困難区域の解消」への
本格的な取り組み（耐震対策強化期間のような対策＆国としての投資）

30

今後に向けて︓⽬的と情報のレベルにあった対応を考える



講演の流れ
• ⾃⼰紹介
• 令和６年８⽉８⽇に発表された情報

• 疑問に思われた・思われるだろうこと
• 相対的に可能性が⾼まった︖など

• 今後に向けて
• ⽬的と情報のレベルにあった対応を考える

• 防災庁への期待

• 市⺠会議の取り組み
• 市⺠会議について
• 市⺠会議の成果

• 学んだこと



「首都直下地震対策を考える市民会議」について

市民会議のテーマ： 100年確率が40％近くになる首都
圏のM8クラスの海溝型巨大地震に焦点を当て、専門
家と市民による首都直下地震対策を考える市民会議
を形成し、長期的災害対策のあり方を議論する。

市民会議の参加者28名の選び方：

 クロス・マーケティング社のオンライン・パネルによっ
て、地震災害に関するアンケート調査を、東京都23区
の約10,000人を対象に実施した。9,820人から回答があ
り、そのうちの891人が市民会議への参加を表明した。

   参加希望者を、性別・年齢・住所などに基づき、東京
都23区の人口プロファイルに合わせて、市民会議への
参加者28名を決定。



市民会議の成果：アンケート調査の分析結果（1）

アンケート調査（4回）の概要

アンケート票は、地震対策に関する市
民の政策選好や対策の実施時期に関す
る質問、地震予測の不確実性、リスク評
価、科学リテラシー、地震専門家への信
頼、リスク・ガバナンスに関する項目など
から構成。アンケート調査をもとに、地震
予測の不確実性認識、信頼および政策
選好の変化を分析。

地震予測の不確実性と信頼との関係
 Nakayachi et al. (2018)は、市民が地

震予測の不確実性を認識することで、

専門家に対する誠実性評価は向上す
るが、専門家の能力評価や専門家への
信頼感には影響はないとしていた。

 今回のアンケート調査分析でも、地
震予測の不確実性に対する認識は、地
震学専門家に対する信頼感に大きな影
響はなかった。

 地震予測の不確実性を市民が認識するこ
とは、地震学などに対する信頼に対して大き
な影響を与えない、という今回の調査結果は

先行研究の結果と同じであった。



市民会議の成果：アンケート調査の分析結果（2）

地震予測の不確実性と政策選好

 

   先行研究では、地震予測の不確実性を認
めることと、個人の防災行動意図の関係は
ないとして、また、政策支持への影響は限定
的であるとしていた。

    しかし、本アンケート調査結果からは、市
民が地震予測の不確実性を認識をすること
は、M８レベルの長期的災害対策への支持
を増加させる傾向が示された。

   「高い発生確率＝直近の地震発生」ではな
いと市民は理解し、地震発生確率の高さに
関わらず、M8レベルを想定した長期的災害
対策を支持する傾向がみられた。

   地震予測の技術的困難性を認識した市民
は、M8レベルを想定した長期的地震対策を
支持する傾向にある。

   
市⺠会議のグループディスカッションでの学び︓確率が低くても対策をする→「保険」に⼊るイメージ



⼤地震が起きたあとに

「備えておいてよかった」

と皆で⾔えるようになるには
どうすればいいのか︖
臨時情報（⻑期評価の30年確率も）

を出している⽬的は
「いつ揺れてもいいように備えておいてもらいたい」

ということ



⻑期的災害対策のあり⽅を
南海トラフ地震臨時情報から考える
―南海トラフ地震臨時情報の課題を中⼼に―

関⾕直也
東京⼤学⼤学院総合防災情報研究センター⻑・教授
東⽇本⼤震災・原⼦⼒災害伝承館 上級研究員
naoya@iii.u-tokyo.ac.jp



東京⼤学⼤学院情報学環総合防災情報研究センター⻑・教授 博⼠（社会情報学）
東⽇本⼤震災・原⼦⼒災害伝承館上級研究員／福島⼤学⾷農学類客員教授

【受賞等】
情報、メディア研究、防災研究として、学会から評価を受けている。ま

た「⾵評被害」「災害情報」「原⼦⼒防災」の研究について、多数の学会
賞等を受賞している。東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故の検証および新
潟県の原⼦⼒防災への貢献として、防災功労者防災担当⼤⾂表彰を受賞。
この事由での防災功労者表彰は唯⼀である。
・⽇本災害情報学会廣井賞（⾵評被害に関する研究に関して）
・社会情報学会賞（『⾵評被害』に対して）
・⽇本広報学会賞、⽇本広告学会賞
・地域安全学会年間論⽂賞
・⽇本メディア学会内川芳美記念メディア学会賞（『災害情報』）
・⼤川出版賞（『災害情報』）
・ドコモ・モバイル・サイエンス賞（「災害情報に関する研究と実践」）
・防災功労者防災担当⼤⾂表彰（『原⼦⼒防災の活動に関して』） 

【書籍等】
『災害情報―東⽇本⼤震災の教訓』（東京⼤学出版会）
⼤川出版賞、メディア学会賞受賞

『⾵評被害―そのメカニズムを考える』（光⽂社）
⽇本災害情報学会廣井賞、
社会情報学会賞

『広報・PR論』（有斐閣）
「災害」の社会⼼理』
（KKベストセラーズ）

【委員等】
・東京電⼒福島原⼦⼒発電所事故検証委員会政策・技術調査参事
（政府事故調）

・原⼦⼒損害賠償紛争解決センター「原⼦⼒損害の和解の仲介に関
する調査」座⻑

・内閣官房東⽇本⼤震災対応総括室「東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電
所事故における避難調査委員会」

・福島浜通り地域の国際教育研究拠点に関する有識者会議（防災・
⾵評）

・経済産業省「多核種除去設備等処理⽔の取扱いに関する⼩委員会
」委員

・新潟県「原⼦⼒災害時の避難⽅法に関する検証委員会」委員⻑
・福島県「新⽣！ふくしまの恵み発信協議会」委員
・福島県ふくしまの恵み安全対策協議会「福島県産⽶の全量全袋検

査のあり⽅に係る有識者会議」

災害時の情報伝達と社会⼼理、メデ
ィア、広報に関する研究が専⾨。1999
年JCO臨界事故以来、原⼦⼒災害の社
会的影響、広域避難等の防護措置につ
いて、災害時の情報伝達、社会⼼理学
的研究の視点から研究。2011年以降は
研究だけでなく実践（検証、政策決定
）にも関わり、成果還元・フィードバ
ックを⾏ってきた。

関⾕直也の⾃⼰紹介



関⾕直也の⾃⼰紹介

東⽇本⼤震災ー⼤規模⾃然災害に関連する研究
• 津波避難⾏動に関する研究、買いだめ・帰宅困難者
• 流⾔、マスメディア、ソーシャルメディアに関する研究
原⼦⼒災害の社会⼼理学的研究
• 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故の社会経済的影響
• 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故における⼤規模広域
避難
⾃然災害に関する研究
• 巨⼤災害時（⾸都直下、⼤規模⽔害）の防災・避難の研究
• 富⼠⼭噴⽕災害の社会的影響に関する研究



災害情報、地震情報の研究

東京⼤学新聞研究所（岡部慶三先⽣）
余震パニックの研究 警戒宣⾔
⻑崎豪⾬の研究
雲仙・普賢岳噴⽕災害

東京⼤学社会情報研究所（廣井脩先⽣）
阪神・淡路⼤震災の研究 確率情報

緊急地震速報

東京⼤学⼤学院情報学環総合防災情報研究センター
（⽥中淳先⽣）
南海トラフ巨⼤地震
東⽇本⼤震災の研究
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01
南海トラフ地震臨時情報
と災害情報学との関係性



南海トラフ地震と「予知」

1976年 東海地震説 1978年 ⼤規模地震対策特別措置法
2011年 東⽇本⼤震災前の３⽉９⽇の地震（M7.3）
2013年 現在の科学的知⾒からは確度が⾼い地震の予測は困難6



南海トラフ地震臨時情報
2017年11⽉1⽇〜運⽤開始
「南海トラフ地震に関連する情報（定例）及び（臨時）

7



南海トラフ地震臨時情報
「南海トラフ地震の多様な発⽣形態に備えた 防災対応検討ガイドライン」が公表
2019年5⽉31⽇〜現⾏情報の運⽤開始

8



南海トラフ関連情報

9



地震発⽣後の防災対応の流れ

10



地震発⽣後の防災対応の流れ
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02
南海トラフ地震臨時情報
後の短期的効果



アンケート調査2

調査⽬的 令和6年8⽉8⽇に初めて発表された、南海トラフ地震臨時情報
に対する⽇本国⺠の意識や⾏動の変化を測定すること

調査対象者 NTTコムリサーチに登録している47都道府県のアンケートモ
ニター

調査⼿法 WEB調査
調査期間 2024年8⽉9〜11⽇
有効回答 9,400票（47都道府県から200票ずつ）

第１回 調査概要

※ 南海トラフ地震防災対策推進地域とそれ以外で⽐較
※ 速報版のプレスリリースでは、「南海トラフ地震防災対策推進地域」を
含む都道府県とそれ以外で分析を⾏っていたが、郵便番号のデータを基準と
し、さらなる分析を⾏った。そのため、報道内容とは若⼲、数値が異なるこ
と

! !" #" !"$ #"$ $"$ %"$ &"$

%&'()*+, ""#$ %%&'( ))&$( )&*( ++&#( ''&$( ))&%( ',&+(

%&'()*+,
-.

",,' %%&+( ))&,( )&"( ++&$( ')&-( )+&,( ',&)(
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アンケート調査2
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• 「具体的に知っていた」⼈は1割以下
• 推進地域に住んでいる⼈でも、約半数が「知らなかった」

従前の認知

8⽉8⽇に「南海トラフ地震臨時情報」が発表される前に、この
情報について知っていましたか。
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-15-

アンケート調査

• 約半数の⼈しか、「推進地域」と理解していない。
• ⾼知県、宮崎県、徳島県、和歌⼭県、三重県などは「対象である」と認識
している割合が7割程度と⾼め

• 神奈川県は約3割しか認識していない。
• サンプルサイズが⼩さいが、福岡県、熊本県、沖縄県も低め

!
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!"#$%&'(
)*

"%'()

"'$)

*$'*)

+&'%)

,&',)

&&',)

!" #!" $!" %!" &!" '!!"

#+,-. #+,/01 23401

お住まいの地域は、南海トラフ地震防災対策推進地域の対象
ですか。

南海トラフ地震に関する地域区分の認知

15



南海トラフ地震臨時情報（調査中）
8⽉8⽇（⽊）17時00分ごろ、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」
が発表され、専⾨家による南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会が開催されまし
た。あなたは、この「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」を⾒聞きしましたか。

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）
8⽉8⽇（⽊）19時15分ごろ、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震
注意）」が発表されました。あなたは、この情報を⾒聞きしましたか。

-16-
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南海トラフ地震臨時情報の認知
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アンケート調査
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• 突出して「テレビから情報を得た」と回答する割合が⾼かった

この情報をどこから⼊⼿しましたか（複数回答） ※ 情報認知した⼈のみ

情報を⼊⼿したメディア
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• 半数以上が直後に⼊⼿
• 推進地域＞推進地域以外ではあるが、ほとんど変わらなかった

初めてこの情報を⼊⼿したのは何時ごろでしたか。 ※情報認知した⼈のみ

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）⼊⼿時間
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アンケート調査2
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• 地域に関わらず、不安になった⼈が7割以上
• 推進地域＞推進地域以外

この情報を⾒聞きして、不安になりましたか。
※情報認知した⼈のみ
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• 想定震源域

• 対象者の住む地域

アンケート調査2
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• 推進地域で「地震が起こると思った」と回答した割合は7割以上
• なお、⼤規模地震が起こる確率についてたずねると、平均値は4割程度（最頻値は50%）

地震が起こると思ったか ※情報認知した⼈のみ

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）地震起こると思ったか︖
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南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）地震起こると思ったか︖

何パーセントの確率で⼤規模地震が起こると思いましたか
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※情報認知した⼈のみ
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• テレビによる情報取得⾏動
が中⼼。

• ⽇ごろの備えの「確認」が求
められていたが、「確認」をし
た⼈は極めて少ない。

• 何かを購⼊したという⼈は
すくない（災害後の⾏動と
⽐べても少ない）

• 予定の変更については2%
程度

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）聴取後の⾏動

この情報を⼊⼿してから、以下のような⾏動をとりましたか。
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アンケート調査2
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• すぐに起こると思った、というよりかは、被害が出ることをおそれた⼈の割合が多かった
• 推進地域以外の⼈は「⾃分の住んでいる地域には関係ない」と考えた⼈が3割弱

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）の感想

この情報を⾒聞きして、どのように感じましたか。
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アンケート調査2

• 「空振り」しても構わないから情報を出してほしい、と回答したのは推進地域で4割弱
※ χ2検定の結果、推進地域が有意に多い

• 「よくわからない」と回答した⼈は約2割
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南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）への評価

「南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）」について、あなたのお考えに
近いものをいくつでも選んでください。
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03
南海トラフ地震臨時情報
の長期的効果



アンケート調査2

調査⽬的 南海トラフ地震臨時情報への対応をさらに精緻に分析すること、ならび
に今後の南海トラフ地震臨時情報への⾏動意図を明らかにすること

調査対象者 NTTコムリサーチに登録している47都道府県のアンケートモ
ニター

調査⼿法 WEB調査
調査期間 2024年11⽉14⽇〜
有効回答 9,400票（47都道府県から200票ずつ）

第２回 調査概要

※ この数値は速報値のため、今後修正される
※ 南海トラフ地震防災対策推進地域とそれ以外で⽐較

26



（第２回調査）南海トラフ地震臨時情報の認知

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）
8⽉8⽇（⽊）19時15分ごろ、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（
巨⼤地震注意）」が発表されました。あなたは、この情報を⾒聞きしましたか。
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第２回（11月）調査

※この数値は速報値のため、今後修正される
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予知情報と区別がついていたか︖
あなたは、「南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）」はどのような
情報だと思いましたか（情報を認知していた⼈のみ）

（第２回調査）予知情報との区別がついていたか
※この数値は速報値のため、今後修正される

• ７割の⼈が予知情報ではない、確率が⾼まった情報と回答。



8.6%

6.0%

6.3%

9.8%

5.6%

21.3%

8.7%

5.6%

2.2%

3.6%

5.5%

1.2%

2.3%

20.2%

5.3%

2.8%

3.4%

5.6%

2.8%

11.9%

3.8%

2.8%

1.1%

2.4%

3.1%

0.4%

1.8%

26.2%

13.4%

9.9%

9.5%

12.0%

7.0%

33.2%

18.5%

13.0%

4.6%

9.3%

10.1%

1.7%

3.8%

20.4%

8.8%

6.9%

7.9%

8.8%

4.4%

23.5%

10.0%

8.5%

3.8%

7.6%

7.8%

1.7%

3.4%

28.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

家具の転倒防⽌を確認した

避難場所や避難経路を確認した

避難⽣活を送る避難所を確認した

家族との連絡⽅法を確認した

家族との待ち合わせ場所を確認した

⽔や⾷料などの備蓄を確認した

⽔を購⼊した

⾷料を購⼊した

⾮常⽤持ち出し袋を購⼊した

ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰなどの⽇⽤品を購⼊した

ガソリンを満タンにした

⾃宅から避難した

旅⾏・帰省や遊びの予定を変更した

特に何も⾏動はとらなかった

8⽉ 推進地域 （N=3665）
8⽉ 推進地域以外（N=3991）
11⽉ 推進地域 （N=3363）
11⽉ 推進地域以外（N=3598）

（第２回調査）情報の効果と⾏動変容

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）を聞いてからの⾏動
※情報認知した⼈のみ
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※この数値は速報値のため、今後修正される

• だいたい5％〜10％程度の上昇



（第２回調査）呼びかけとその評価

30

※この数値は速報値のため、今後修正される
「南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）」
では、様々な呼びかけが⾏われました。
あなたはこの呼びかけを⾒聞きましたか。 呼びかけを評価しますか（聞いた⼈のみ）

40.2%

40.8%

33.1%

35.4%

35.8%

38.3%

27.3%

30.2%

38.0%

41.4%

54.3%

54.2%

59.2%

57.0%

56.5%

53.9%

55.7%

50.4%

52.4%

49.6%

4.5%

4.2%

6.6%

6.6%

6.5%

6.5%

13.2%

15.7%

7.9%

7.1%

0.9%

0.9%

1.0%

1.0%

1.1%

1.2%

3.8%

3.6%

1.7%

2.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

推進地域  

推進地域以外

推進地域  

推進地域以外

推進地域  

推進地域以外

推進地域  

推進地域以外

推進地域  

推進地域以外

⾮常に評価する やや評価する

あまり評価しない 全く評価しない

• 再確認、普段の⽣活を継続、防災⾏動、海⽔浴も問題ないことなど、呼びかけは
評価している。
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（第２回調査）旅⾏や外出への影響

8⽉8⽇に「南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）」が発表された当時、
8⽉9⽇から15⽇の期間に、旅⾏や外出などの予定はありましたか。（MA）

旅⾏や帰省をする予定があった⼈（全体の7.1%）のうち、「南海トラフ地震
臨時情報（巨⼤地震注意）」が発表されたことをふまえて、予定を変更したり
キャンセルしたりした⼈（MA）
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• 全体としては2％程度（7.1％のうち3割）が何かしらの⾏動変容。

※この数値は速報値のため、今後修正される



（第２回調査）旅⾏や外出への影響

海に⾏く予定があった⼈（全体の2.3%）のうち、「南海トラフ地震臨時情
報（巨⼤地震注意）」が発表されたことをふまえて、予定を変更したりキャン
セルしたりした⼈（MA）

旅⾏や帰省の予定があるときに、今後、再び、「南海トラフ地震臨時情報（
巨⼤地震注意）」が発表された場合、あなたはその予定を変更したりキャンセ
ルしたりすると思いますか。
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• 予定を変更・キャンセルすると思うと回答する⼈は約半数とかなり⾼かった
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• 海に⾏くことへの不安感︓全体としては1%にも満たないが、 7割が⾏動変容

※この数値は速報値のため、今後修正される



04
南海トラフ地震臨時情報
の課題



問題と課題

南海トラフ地震臨時情報の課題
（1）「確率情報」であることが理解されていない
（2）「エリートパニック」と曖昧なメッセージ
（3）臨時情報による⾏動変容は限定的であった
（4）「注意」という⾔葉の厄介さ
（5）「⼀週間」をどう理解すればよいか
（6）もう⼀つの「最悪のケース」

今後のポイント
（1）期待値
（2）事前協議（コミュニケーション）の重要性
（3）「巨⼤地震警戒」「北海道・三陸沖後発地震注意情報」
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（1）「確率情報」であること

（1）「確率情報」であることが理解されていない
①南海トラフ地震臨時情報は知られていない。
②「確率」に関する情報であるということが⼗分に理解

されていない。

アンケート調査
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8⽉8⽇に「南海トラフ地震臨時情報」が発表される前に、この
情報について知っていましたか。
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• 想定震源域

• 対象者の住む地域

アンケート調査2
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• 推進地域で「地震が起こると思った」と回答した割合は7割以上
• なお、⼤規模地震が起こる確率についてたずねると、平均値は4割程度（最頻値は50%）

地震が起こると思ったか ※⾒聞きした81.5％を対象

（1）「確率情報」であること
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（1）「確率情報」であること

何パーセントの確率で⼤規模地震が起こると思いましたか

15.1 %

8.6 %

6.9 %

10.5 %

3.0 %
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4.9 %
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0% 2% 4% 6% 8% 10%
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（1）「確率情報」であること

そもそも、統計的、確率的な情報に過ぎず、地震予知や
天気予報のように観測結果に基づく予想などではないのだ
から「当り」「外れ」や「空振り（予想した現象が起きな
かった）」「⾒逃し（予想しなかった現象が起きた）」な
どの問題とは異なる。

だが、このロジックは、類例なく⾮常にわかりにくい。

※ 統計的に確率が上がることの意味するところがあいま
いだからといって、防災対策を促す「メッセージ」そのも
のがあいまいでよいというわけではない。
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（2）「エリートパニック」*とあいまいなメッセージ

岸⽥⽂雄総理⼤⾂（8⽉9⽇）
「⽇常の⽣活における社会経済活動
を継続しつつも、⽇頃からの地震へ
の備えの再確認等を呼び掛けるもの
であります」

林芳正官房⻑官（8⽉8⽇）
「⽇頃からの地震への備えの再確認」を⾏なうことを前
置きした後で「⽇常の⽣活における社会経済活動を継続
しつつ」「家具などの転倒防⽌対策のほか、安全な避難
場所や避難経路、家族との連絡⼿段の確認など地震への
備えを再確認してほしい」

* キャロン・チェスとリー・クラーク、ティアニー、ソルニット 39



しかしながら、買いだめ⾏動をとったり、避難をしたり
するという⼈は極めて少なかった。冷静というよりは関⼼
が低かったというべきかもしれない。いわゆる為政者のみ
が混乱する、典型的な「エリートパニック」であった。

2024年5⽉
静岡新聞 南海トラフ地震
臨時情報の運⽤開始五年に
合わせた県と静岡県下35市
町防災担当部署調査

（2）「エリートパニック」とあいまいなメッセージ
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（3）臨時情報による⾏動変容は限定的

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）は、地震が
発⽣する確率的には⾮常に低いことから、特別の⾏動を
呼びかけるものではない。ただし、これを機会に「⽇頃
からの地震への備えを再確認する」ことが求められる。

多くの⼈が地震の発⽣確率を⾼めに⾒積もっていた。

• ⽇ごろの備えの「確認」が求
められていたが、「確認」を
した⼈は極めて少ない。

• 何かを購⼊したという⼈はす
くない（災害後の⾏動と⽐べ
ても少ない）

• 予定の変更については2%程度
• 防災対策推進地域とそれ以外
の地域を⽐べてもあまり差が
ない
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今回は（防災業務を担当する）内閣府や多くの⾃治体
ほか、住⺠のパニックを懸念したのか、抑制的な⾔い⽅
となり、弱めの情報発信となったといえる。

あいまいな情報を発信して⾏動変容につながらないな
らメッセージとしては意味がない。臨時情報を弱い呼び
かけのままとするにしても、強い呼びかけにするとして
も、事前に明確なメッセージを検討し、そのメッセージ
の伝え⽅まではっきりと決めておくべきであった。

（2）「エリートパニック」とあいまいなメッセージ
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（4）「注意」という⾔葉の厄介さ

「巨⼤地震注意」という⾔葉遣い ／⼈によりばらつき
「注意」＝天気予報の「注意報」
「注意」＝「注意義務」

• 「注意義務」という法的義務と受け⽌めていたら、「
注意義務」を怠るということは「過失」という意味に
なり、⾮常に重い⾔葉になる。

• 臨時情報発表後に地震が発⽣し、不⼗分な対応で犠牲
者がでたならば、訴訟や責任問題に発展しかねないと
受け⽌めることは妥当。

事実、海⽔浴場の閉鎖や鉄道の運休、徐⾏などの対応
などが⾏なわれた。→「確認」を明確に意識させるキー
ワードを伴う呼びかけが必要であろう。 43



（5）「⼀週間」をどう理解すればよいか

⼤きな地震の直後は続いて地震が発⽣する確率が⾼く、時
間がたつほど低くなる（より気をつけるべきは地震直後）。
「巨⼤地震警戒」時の対応に関する⾏政へのアンケートを踏
まえ、なぜか「巨⼤地震注意」においても「⼀週間ほどは備
えを」という呼びかけとなったようである。

44



（5）「⼀週間」をどう理解すればよいか

１週間は結果的には妥当。
ただし、１週間という期間は、⼈々の⼼理や地震学的な理

由を考慮して決めた訳ではないので現状ではうまく説明でき
ていない。「注意対応」すべき期間をなぜ⼀週間とするのか
、きちんと説明できるようにすべきである。

9.8% 72.1% 16.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
⻑すぎる 妥当だ 短すぎる

共同通信調査（N=623、2024年9月7日～9日）
臨時情報は１週間にわたり、注意のよびかけが続きました。巨大地震の可能性がゼロになるわ
けではありませんが、生活への影響などを考えて国は１週間としています。あなたは、この期間
の長さについて妥当だとおもいますか？
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（6）もう⼀つの「最悪のケース」

情報の発出時期として社会的に最悪のケースを想定して
いなかったことである（臨時情報そのもの⾃体が理学的
に最悪の地震が起こるケースを想定しているなら、社会
的に最悪のケースを考えておくべきだった）。
・正⽉やお盆、観光シーズン、海⽔浴のシーズン
・沿岸部にもっとも⼈がいる時期

• 誰もが旅⾏先で災害に遭いたくないのだから、観光⾏
動が⼀時的に抑制的になるのは当然である。

• 「社会」側の視点が⼗分に検討されていないことを⽰
す証左である。災害は平⽇の⽇中以外にも起こりうる
。レアケースも含めて議論が必要である。

※ もちろん平時から避難場所、避難対応など万全に準備をしておき、この情報が発出されたから
といっても何も特段対応する必要がないというのが理想である。だが、むしろ、⼗分に準備ができ
ていない場合にこそ、この臨時情報が効果を発揮するはずである。 46



• 海⽔浴場でも避難しやすい場所だったら閉鎖しない、
避難しにくい場所だったら閉鎖する、

• 祭りやイベントでも避難可能であるならば実施する、
避難が難しいのならば中⽌を含めて判断するというの
もあり得るだろう。

• 鉄道会社であれば、必要に応じ特急を運休させたり、
速度を落としたりすることも判断の⼀つである。

• 「巨⼤地震警戒」よりも「巨⼤地震注意」の⽅が頻度
が⾼いのだから、きちんと考えておくべきだった（M8
、M7）

（6）もう⼀つの「最悪のケース」
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問題と課題

南海トラフ地震臨時情報の課題
（1）「確率情報」であることが理解されていない
（2）「エリートパニック」と曖昧なメッセージ
（3）臨時情報による⾏動変容は限定的であった
（4）「注意」という⾔葉の厄介さ
（5）「⼀週間」をどう理解すればよいか
（6）もう⼀つの「最悪のケース」

今後のポイント
（1）統計と期待値
（2）事前協議（コミュニケーション）の重要性
（3）「巨⼤地震警戒」「北海道・三陸沖後発地震注意情報」

48



臨時情報を議論するポイント

（１）統計と期待値
【確率の低さ】
•「1/1000が4/1000になった」という統計情報であるこ
とを丁寧に伝えることが必要。「予知」ではない、統計
に基づく情報だということを明確に伝えるべき。
•統計情報である以上は、事前に考えておくべきものであ
る（コロナや気象情報とは異なる）
【最⼤３２万⼈という想定死者数、被害規模の⼤きさ】
•期待値：統計情報なのだから「期待値」を考える必要が
ある。統計学的な「期待値」（とり得る値×確率）の⼤
きさゆえに、確率が少しでも⾼まった場合に「情報」と
して意味がある。

49



臨時情報を議論するポイント

（2）事前協議（コミュニケーション）の重要性
［場所］南海トラフ地震防災対策推進地域に対して
［期間］⼆週間ないし⼀週間
［種類］巨⼤地震警戒か巨⼤地震注意が発出
※ 台⾵や豪⾬など防災気象情報等のように、その場で状況

を鑑み、主体性をもって判断する、類の情報ではない。
• 住⺠や⾃治体、企業はあらかじめ、対応を決めておくこ
とができる。

• 地域や⾃治体、業種、関連企業でどう対応するか互いに
周知、共有し、事前協議が必要。

• 政府として求める対応があるならばガイドラインとして
明確に⽰すべきである。

50



臨時情報を議論するポイント

（3）「巨⼤地震警戒」「北海道・三陸沖後発地震注意情報」

• 「巨⼤地震警戒」について再度議論する必要。
ー ⼀部地域では⼤規模な被害がすでに出ている状態で発出され、

連動する地震が発⽣する確率は平時の約⼀〇倍。
ー津波避難のみならず、⼟砂災害警戒区域や延焼⽕災の恐れがある
地域にどのような呼びかけをすべきか

• 改めて「北海道・三陸沖後発地震注意情報」周知を考える

※ なお、いうまでもなく最も重要なことは、南海トラフ地
震そのものに備えることである。次の南海トラフ地震臨時
情報への対応が重要なのではない。

※ 対策、耐震化、避難や防災体制を確認し、啓発を進める
契機となったか、今後の追加的な調査のポイント。 51



補⾜︓北三情報

あなたは、「北海道・三陸沖後発地震注意情報」のことを知っていましたか？

「北海道・三陸沖後発地震注意情報」は、「南海トラフ地震臨時情報」と、ほぼ

類似の注意をよびかけるものであることを知っていましたか？
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臨時情報を議論するポイント

もちろん、臨時情報がないまま南海トラフ地震を迎え
る場合のほうが多いであろうが、確率は低くとも、この
情報が活きる可能性もある。今回の情報発出を踏まえ、
確率の低い災害情報を活⽤する意義を改めて考えなくて
はならない。

53

確率が低いor不確実 × 被害が⼤規模
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臨時情報を議論するポイント

もちろん、臨時情報がないないまま南海トラフ地震を
迎える場合のほうが多いであろうが、確率は低くとも、
この情報が活きる可能性もある。今回の情報発出を踏ま
え、確率の低い災害情報を活⽤する意義を改めて考えな
くてはならない（e.g. 台⾵、雪、ヒヤリハット、健康診
断）

54

確率が低いor不確実 × 被害が⼤規模

確率が低いor不確実 × 被害が⼩規模

確率が⾼い



１週間以内
震源から50km以内

東⽇本⼤震災の教訓

55

３⽉９⽇

M７.３

３⽉11⽇
東⽇本⼤震災

M9.0

⽇本の事例（2011年
）

２⽇後 同じ領域

Mｗ7.0以上

1437回
Mw7.8以上

６回

世界の事例（1904年〜2014年）

評価検討会「可能性が平常時より数倍⾼まった
」



東⽇本⼤震災の教訓
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• 福島県⺠ほか⽇本⼈の⼼理的変化、海外の⼼理
• 浜通り地域の復興過程

• ⼤量の⼈の移動
̶広域避難・⼆次避難、地籍や⼆重住⺠票

• ⼤量の廃棄物（除染・除灰・除廃）
• ⼤量の紛争解決
→⻄⽇本⼤震災（南海トラフ巨⼤地震）、⾸都直下地震、
⼤規模⽔害、富⼠⼭⼤規模噴⽕、原⼦⼒災害への教訓

⼤規模災害ならではの災害対策

⼤規模災害ならではの⻑期的な復興過程



質問、調査など何かあればご連絡を

東京⼤学⼤学院情報学環
総合防災情報研究センター

03-5841-5924
naoya@iii.u-tokyo.ac.jp
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首都直下地震を事例に
長期的災害対策のあり方を考える

国立研究開発法人 防災科学技術研究所
藤原広行

早稲田大学レジリエンス研究所（WRRI）第14回原子力政策・福島復興シンポジウム
東日本大震災と福島原発事故から14年

～南海トラフ地震を事例に長期的災害対策を考える：福島原発事故を踏まえて～
2025年3月8日（土）13:00-17:00 オンライン
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東京都の新たな被害想定 2022年5月25日 東京都防災会議

2



3

首都直下地震等による東京の被害想定（令和４年５月２５日公表）

3



4

東京の地下は、様々なプレートが沈み込む
複雑な構造

① 内陸の活断層で起こる地震

② フィリピン海プレート上面の地震

③ フィリピン海プレート内の地震

④ 太平洋プレート上面の地震

⑤ 太平洋プレート内の地震 4



5

プレートの沈み込みに伴うＭ７程度の地震

Ｍ７程度の地震

１９８７年１２月１７日 （千葉県東方沖の地震） Ｍ６．７
ーーー（１９２３年９月１日 大正関東地震 Ｍ７．９）ーーーー
１９２２年４月２６日 （浦賀水道付近の地震） Ｍ６．８
１９２１年１２月８日 （茨城県南部の地震） Ｍ７．０
１８９５年１月１８日 （茨城県南部の地震） Ｍ７．２
１８９４年１０月７日 （東京湾付近の地震） Ｍ６．７
１８９４年６月２０日 （明治東京地震） Ｍ７．０
１８５５年１１月１１日 （安政江戸地震） Ｍ７．１
１８５３年３月１１日 （嘉永小田原地震） Ｍ６．７
１７８２年８月２３日 （天明小田原地震） Ｍ７．０
ーーー（１７０３年１２月３１日 元禄関東地震 Ｍ８．２）ーー

地震調査研究推進本部 相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）より

地震調査委員会長期評価部会による長期評価

5



6
地震調査研究推進本部 相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）より

地震調査委員会長期評価部会による長期評価
Ｍ８クラス

Ｍ７クラス

３０年確率 ０．８％
１００年確率 ３７％
２００年確率 ９４％

（BPT: 平均発生間隔220年、α=0.215）

赤線で囲まれた領域内で
起こる地震群に対する評価

6



7
7

地震活動の長期評価 地震動の評価

地下構造のモデル化震源断層のモデル化 浅部地盤のモデル化

全国地震動予測地図

地震の規模、発生場所、発生可能性の評価 地震が発生したときの揺れの評価

確率論的地震動予測地図

・地震工学・地震学分野で、確率論的地震
ハザード解析と呼ばれる手法を採用。

・発生する可能性のある地震全部について
のハザードの確率論的な足し合わせ。

・同時発生する地震動の地域分布ではない。

震源断層を特定した地震動予測地図

特定の震源断層を想定し、
それが活動した場合に、
震源断層周辺域で生じる
地盤の揺れの分布を
示す地図

震源断層を特定した地震の
強震動予測手法（「レシピ」）



8

今後３０年間にその値以上の揺れに
見舞われる確率が３%となる震度

３０年超過確率
３％の計測震度
６％の計測震度

長期間平均的な評価
再現期間5,000年
再現期間10,000年
再現期間50,000年
再現期間100,000年

確率論的地震動予測地図 （2020年版）

今後３０年間に震度６弱以上の揺れに
見舞われる確率

３０年超過確率
震度５弱
震度５強
震度６弱
震度６強

５０年超過確率
２％の計測震度
５％の計測震度
１０％の計測震度
３９％の計測震度
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Ｍ７クラスの首都直下地震とは
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10

内閣府 防災対策推進検討会議
首都直下地震対策検討ワーキンググループ

中央防災会議
（内閣府）による

Ｍ７クラスの
首都直下地震の
想定

10



11

1923 年大正関東地震の
関東地方における

震度分布
（武村, 2003）

（木造家屋の全潰率から求めた
市区町村別の震度分布）

地震調査研究推進本部 相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）より

死者数：約10万5千人

東京都： 約7万人
神奈川県：約3万2千人

Ｍ８クラスの地震とは

11



12

Ｍ８クラスの地震として、これまでに、
どのような地震が起きているのか？

• 関東地域で発生するＭ８クラスの地震としては、

１９２３年大正関東地震 （Ｍ７.９）

１７０３年元禄関東地震 （Ｍ８.２）

などが知られている。

• Ｍ８クラスの地震といっても多様性があり、

震源域の場所や大きさなどに違いがあると

されている。
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13

震度分布（想定地震：大正関東地震）

震度分布

相模トラフ沿いの相模湾
から房総半島西側の領域

(Mw8.2)

背景地図：国土地理院

大正関東地震（内閣府首都直下地震モデル検討会, 2013）

内閣府想定モデルに基づき
防災科研で計算

被害程度 推定値(棟)※

全壊 249,826 ～ 545,242

全半壊 530,940～1,646,908

全壊棟数（棟）

負傷者数（人）

被害程度 推定値(人)※

死者数 14,117 ～ 34,545

重傷者数 17,031 ～ 44,220

負傷者数 67,852 ～ 226,309

避難者数※※ 1,186,457 ～ 2,379,152

13



14

Ｍ７クラスの首都直下地震に対する
総合的な防災対策

2.1 想定地震の設定と震源モデル
2.2 地震動
2.3 液状化
2.4 急傾斜地面崩壊危険度

3.1 建物被害
3.2 人的被害
3.3 交通インフラ被害
3.4 ライフライン被害
3.5 生活への影響
3.6 経済被害

今後の課題
長周期地震動や複合災害について、起こりうる被害の定量評価

東京都 報告書より

身の回りで起こり得る被害の様相
インフラ・ライフラインの復旧に向けた動き
救出救助機関等による応急対策活動の展開
避難所での避難生活
住み慣れた自宅等での避難生活
帰宅困難者をとりまく状況

14



15

なぜ総合的な防災対策としてＭ７クラスの
首都直下地震が想定されているのか？

•長期評価では、今後３０年以内にＭ７クラスの地

震が発生する確率は７０％と評価されて
いる。

•地震発生確率の高さが、Ｍ７クラスの地震

に対する防災対策を優先する根拠の一つ
とされている。

15



16

Ｍ７クラスの首都直下地震だけでなく、
Ｍ８～９クラスの海溝型地震まで含めた
総合的な防災対策（長期的災害対策）とは、
具体的にはどのようなものか？

東京都の報告書の中で、今後の課題とされている
長周期地震動や複合災害は、長期的災害対策とし
て考慮すべき項目として位置づける必要がある。



17

Ｍ７クラスの地震とＭ８クラスの地震は、
何が違うのか？

• Ｍ８の地震エネルギーは、Ｍ７の地震エネルギーの約３０倍

• Ｍ８の地震の震源域の面積は、Ｍ７の地震の震源域の約１０倍

• Ｍ８の地震の頻度は、Ｍ７の地震の頻度の約１０分の１

・長時間の強い揺れによる軟弱地盤地域での
広域にわたる地盤災害

・湾岸地域での長周期地震動による被害

Ｍ８クラスの地震で顕著になると予想される地震被害の例



1818

地震調査研究推進本部 資料より

揺れの周期による建物の揺れ方の違い
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揺れが大きくなるのはどのような場所ですか？

地盤が軟らかいところでは揺れがおおきくなります。

文部科学省 「地震がわかる！」より



2020

どこにでも様々な地盤リスクがある。一般的には、
低地ほど「揺れやすい」と考えられているが、
局所的に揺れやすさが大きく異なる場所もある。

地盤が固い 地盤が柔らかい

深成岩

揺れやすい地盤はどこにあるのか？
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最新の地盤モデル
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軟弱地盤での被害

• 軟弱地盤での地盤災害（強震動、液状化、地盤沈下）

1923 年大正関東地震の関東地方における震度分布（武村, 2003）
（木造家屋の全潰率から求めた市区町村別の震度分布）

連鎖する複合災害への備え
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東日本大震災
液状化被害の調査

日の出地区
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潮来市 日の出地区

日の出地区は，昭和22年に農林省が外浪逆浦と呼ばれる湖沼の一部を干拓した地域で
最初は水田として利用され，昭和46年に外浪逆浦の浚渫砂を用いて平均約2.8m盛土して
宅地化された．今回の地震では，干拓地のほぼ全体が液状化した．



25

日の出地区市街地液状化対策事業（事業費：90.7億円、国費：68.1億円）
日の出地区の市街地の液状化対策を実施するため、街路の下3mに地下水配水管を埋

設した。また、地下水位低下工法による効果を検討するため、学識経験者等による効果
検討委員会を設置し、地下水や家屋被害等のモニタリングを行った。

日の出地区幹線道路液状化対策事業（事業費：78.7億円、国費：61.0億円）
日の出地区内の幹線道路の液状化対策事業として、道路下3mへの地下水配水管の埋

設やボックスカルバートの埋設による対策工事を行った。また、地下水を排水する十番
排水ポンプ場を整備した。さらに、液状化による電柱の倒壊等による緊急車両の妨げに
ならないよう、幹線道路の一部の電線地中化を行った。

液状化被害 ２４２２棟
道路 被害延長 ３３．６ｋｍ
上水道 被害延長 ２５．４ｋｍ
下水道 被害延長 ２１．５ｋｍ

潮来市 日の出地区の被害



軟弱地盤での地盤災害への対策の現状
（強震動、液状化、地盤沈下など）
• 個人レベルでの液状化対策は、多額の費用を要するため、ほとんど
進んでいない。

• 超軟弱地盤を対象とした、特別な土地利用制限や建築に関する規制
は存在しない。

• 関東地域の超軟弱地盤地域での、土地利用の拡大、人口の増加が現
在も続いている。

• 軟弱地盤での地盤災害は、連鎖複合災害の要因となり、復旧・復興
を長期化させる原因となる。

26
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増幅率1.6以上、及び、2.5以上の人口増減

増幅率１．６以上は、平均的な揺れ＋１σ程度以上
（揺れやすい 揺れやすさの上位１０～２０％以上）
増幅率２．５以上は、平均的な揺れ＋２σ程度以上
（とても揺れやすい 揺れやすさの上位２～３％以上）

増幅率2.5以上 （2020年人口 - 1995年人口）

八潮市の道路陥没事故地点
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長周期地震動
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２００３年十勝沖地震の揺れ
長周期地震動 堆積層による表面波

速度波形 [cm/s]: Filter 5-25s
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大阪府の埋立地 此花観測点（ＯＳＫＨ０２）の波形、中央から破壊、周期4秒
赤：地動速度、緑：速度応答、青：速度応答の包絡線

NS

EW

UD

５００秒

２０１１年東北地方太平洋沖地震の揺れ：長時間継続する地震動



大正型

破壊開始点
神奈川県西部

破壊開始点
房総半島南沖

元禄型 最大級型

Ｍ８クラスの地震による長周期地震動

大正関東地震型の震源域

元禄地震型の震源域

最大級の震源域
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破壊開始点・震源域の異なる震源モデルによる
5%減衰速度応答スペクトル

――大正型

――元禄型

――最大級

―平均

横浜 新宿 千葉

さいたま 水戸 静岡 新潟

１００～３００ cm/s

１２０～４００ cm/s
２５０～８００ cm/s

２５０ cm/s

（５秒～１０秒の範囲）



長周期地震動に対する対策の現状

• 設計用入力地震動としてレベル３が考慮され始めるなど対策は
少しづつ進んでいる。

• 大正関東地震の再現に基づく検討が主で、将来起こる可能性が
あるＭ８クラスの関東地震タイプの全体を想定した余裕度は見
込まれていない。

• 湾岸地域など、特に長周期地震動が増幅される可能性のある地
域に対する特別な配慮などはなされていない。
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• Ｍ７クラスの地震対策とＭ８クラスの地震対策では、対策の質
が異なる部分がある。

• Ｍ８クラスの地震対策は、土地利用の制限など、現行の地震対
策には含まれていない大規模な対策が必要となる可能性がある。

例えば、

✅ 東京湾岸地域での建物の低層化

✅ 江東０メートル地帯から中川低地などの

超軟弱地盤での土地利用制限

など

長期的災害対策の必要性
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